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ここでは、
１）介護保険制度は、加齢にともなう心身の変化により介護を要する人
が尊厳を保持し、その能力に応じ自立した日常生活を営むことができる
ように必要なサービスを行うことを目的としている。
２）事業主体（保険者）は市区町村＋特別区（東京都23区）であり、地域
包括支援センターを中心に様々な地域支援事業を展開している。

３）給付には、市町村による要介護・要支援認定があり、介護認定審査
会（医師・看護師・保健師・【社会福祉士】・ 【精神保険福祉】）において、
一次判定の結果や主治医の意見書、訪問調査の際の特記事項などを
もとに二次判定（最終判定）を行う。

第2節介護保険制度の概要
２．介護保険制度の概要
【1】介護保険制度の目的

介護保険法：1997（H9）年成立・施行は2000（H12)年

 第一条 この法律は、加齢に伴って生ずる心身の変化に起
因する疾病等により要介護状態となり、入浴、排せつ、食
事等の介護、機能訓練並びに看護及び療養上の管理その他
の医療を要する者等について、これらの者が尊厳を保持
し、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことが
できるよう、必要な保健医療サービス及び福祉サービスに
係る給付を行うため、国民の共同連帯の理念に基づき介護
保険制度を設け、その行う保険給付等に関して必要な事項
を定め、もって国民の保健医療の向上及び福祉の増進を図
ることを目的とする。

第2節介護保険制度の概要
２．介護保険制度の概要

【２】保険者

 事業主体（保険者）は市町村＋特別区（東京都23区）

＊住民福祉の向上を図る上でもっとも身近な地方公共団体

⇒国民健康保険の市町村国保と同じ。主な役割
①被保険者の資格管理（被保険者台帳の作成・被保険者証の発行

②介護認定審査会による要介護・要支援認定

③地域支援事業の実施（地域包括支援センター設置運営/介護予防事業等）

④地域密着型サービス事業所の指定・監督

⑤市町村介護保険事業計画の策定（ 3年ごと＝保険料の見直し）

⑥第1号被保険者の介護保険料の徴収 年金から天引き（特別徴収）

★介護給付が予測を上回る/保険料の収納率低下などの問題が生じた場合に
は、都道府県に設置された財政安定化基金から市町村に貸付・交付。

★広域連合,一部事務組合などを通じ、要介護認定などの共同化を図る。

第2節介護保険制度の概要
２．介護保険制度の概要

【３】被保険者

❶第1号・第2号被保険者

・第1号：市町村の区域内に住所を有する65歳以上の者（生活保
護受給者を含む。保護費から介護保険料が出る）。

・第2号：市町村の区域内に住所を有する40歳以上65歳未満の医
療保険加入者で、加齢にともなう一定の疾病（特定疾病）により
要介護状態になった場合。

❷被保険者の保険料

・第1号：所得段階別定額保険料・応能負担。年間18万円以上公
的年金・天引（特別徴収）／直接徴収（普通徴収）。

・第2号：被保険者の医療保険の保険料とともに徴収。被保険者
の標準月額報酬・賞与☓介護保険料率。労使折半。2号被保険者
の支払い⇒社会保険診療報酬支払基金を通じ各市町村に分配。

介護保険の第1号・第2号被保険者

表５－１１　介護保険の第１号被保険者と第２号被保険者

列1
第1号被保険者 第２号被保険者

対象者 65歳以上 40歳以上65歳未満の医療保険加入者

受給資格 要介護者（寝たきり、・認知症などで

介護が必要な状態

加齢にともなう一定の疾病（特定疾病

：末期がん、関節リュウマチなど）に

より要介護状態になった場合。

保険料負担 市町村が徴収 医療保険者が医療保険とともに徴収し

、納付金として一括納付

賦課・徴収

方法

所得段階別定額保険料（低所得者の負

担軽減）年金が18万円以上（特別徴収
）年金から天引き。それ以外は普通徴

・健保：標準月額報酬・賞与☓介護保

険料率。労使折半。・国保：所得割、

均等割に按分（国庫負担あり）
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表5－12
介護保険第1号被保険者の保険料
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出典：令和4年版 厚生労働白書

第2節介護保険制度の概要
２．介護保険制度の概要
【４】介護保険の利用手続き

介護保険法(1997)の第七条１項

 

この法律において「要介護状態」とは、「身体上又は精
神上の障害があるために、入浴、排せつ、食事等の日常
生活における基本的な動作の全部又は一部について、厚
生労働省令で定める期間(＊６ヶ月）にわたり継続し
て、常時介護を要すると見込まれる状態」であって、そ
の介護の必要の程度に応じて厚生労働省令で定める区分
（以下「要介護状態区分」という。）のいずれかに該当
するもの（要支援状態に該当するものを除く。）をい
う。

図5－9 介護保険制度の概要
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第2節介護保険制度の概要
２．介護保険制度の概要
【４】介護保険の利用手続き

❶要介護認定

 保険給付には、市町村による要介護・要支援認定が必要。被保
険者本人とその家族が要介護認定を申請⇒市町村の担当者による
訪問調査⇒調査結果＋主治医の意見書「要介護認定等の基準時
間」の算出⇒【一次判定】

 市町村内に設置された介護認定審査会（医師・看護師・保健
師・【社会福祉士】・【精神保険福祉】）において、一次判定
の結果や主治医の意見書、訪問調査の際の特記事項などをもとに
最終判定を行う。⇒【二次判定】

★判定区分：要支援１・要支援２（要介護状態になるおそれがあ
り、社会的支援が必要）、要介護１（部分的も介護を要する）か
ら要介護５（最重度の介護を要する状態）または非該当（自立）

図5－10 介護認定の流れ
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第2節介護保険制度の概要
２．介護保険制度の概要
【４】介護保険の利用手続き

❷居宅サービス計画の作成

・被保険者が指定居宅介護支援事業者に居宅サービス計画
（ケアプラン）の作成を依頼。施設入所の場合は、施設の
介護支援専門員（ケア・マネージャー）が計画を作成す
る。【ケアマネジメント】ケアマネは居宅サービス計画
（ケアプラン）に基づき事業者との調整を進め、利用者本
位のサービス実現を図る。
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第2節介護保険制度の概要
２．介護保険制度の概要
【５】保険給付

❶保険給付の方法

 保険給付には、①被保険者に対する介護給付、②要支援者
に対する予防給付、③市町村が独自に条例で定めた市町村特
別給付の３つがある。

 保険給付には要介護度に応じ支給限度額があり、被保険者
は限度額の範囲で、ケアプランに基づきサービスを受ける。
限度額超は自己負担。代理受領方式、１割負担。

❷介護給付によるサービス

・指定事業者・指定施設：法人格を有する事業者・施設で必
要な人員基準・施設設備・運営基準など満たす。居宅サービ
ス事業者・施設は都道府県知事（政令指定都市は市長）／地
域密着型サービス事業者は市町村長が指定

表5－14
在宅サービスの支給限度額

14
出典：令和4年版 厚生労働白書

第2節介護保険制度の概要
２．介護保険制度の概要
【５】保険給付

①居宅サービス：訪問サービス（ホームヘルプサービス）
／通所サービ‐ビスス（デイサービス）／短期入所サービ
ス（ショートステイ）。2017（H29 )年から高齢者・障害
者がともに利用できる共生サービスが創設された。

②施設サービス：指定介護老人福祉施設（特定養護老人
ホーム）、介護老人保健施設、介護医療院、指定介護療養
型医療施設（療養病床）がある。

③地域密着型サービス：認知症対応型共同生活介護（グ
ループホーム）、小規模多機能型居宅介護などサービスが
ある。2005（H17)年の介護保険法改正から制度化。＊サ
高住（サービス付き高齢者向け住宅）：全体で50室うち
29室について「地域密着型特定施設入居者生活介護」の
事業者指定を受けたもの。

第2節介護保険制度の概要
２．介護保険制度の概要
【５】保険給付

❸予防給付によるサービス：

 「要支援」対象。要介護状態の予防、日常生活を自力で
送ることを目的に、食事や入浴支援、リハビリなど心身機
能の維持・改善をサポート。2014（H24）年の改正で介護
予防訪問介護・通所介護⇒市町村の地域支援事業（介護予
防・日常生活支援総合事業）に移行。

❹介護報酬

 指定事業者・施設には介護報酬が支払われる。厚生労働
大臣が定める算定基準（介護内容、要介護・要支援状態の
区分、提供時間など）に従う。介護保険では、報酬の1単
位あたりの単価は地域区分により異なる（1単位10円から
1140円）。介護報酬の審査、支払い事務は、各都道府県の
国民健康保険団体連合会が担当。

。

介護保険によるサービス
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出典：令和4年版 厚生労働白書

第2節介護保険制度の概要
２．介護保険制度の概要
【５】保険給付

➎利用者負担

 介護費用の9割が保険給付、残り1割負担が原則だが、
被保険者の所得が一定以上であれば、2割また3割負担。
ただし、長期利用に対する負担軽減措置あり。

①高額介護サービス費用：支払い能力に応じ最高月額4万
4000円超から最低1万5千円を超える分は申請・払戻し。

②特定入所者介護サービス費

・市民税非課税世帯の被保険者が特定養護老人ホームや地
域密着型介護老人福祉施設に入所した場合／ショートステ
イなどを利用した場合には、【特定入所者介護サービス
費】（いわゆる補足給付）が行われる。⇒被保険者の申請
に基づき食費。居住費の負担を減免する。
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高額介護サービス費用の所得区分

19

出典：令和4年版 厚生労働白書

第2節介護保険制度の概要
２．介護保険制度の概要

【６】地域支援事業と地域包括支援センター

・地域支援事業：2005（H17)年の改正により創設。被
保険者が要介護状態・要支援状態となることを防止す
るとともに、要介護状態となった場合でも、可能な限
り地域で自立した日常生活を営むことができるよう支
援することを目的として、市町村が行うもの。介護保
険料は財源の一部。広く地域の高齢者を対象に地域包
括支援センターが中心となって行う。

・地域包括支援センター：原則として、3種の専門職
（保健師・主任介護支援専門員・【社会福祉士】）を
配置。

第2節介護保険制度の概要
２．介護保険制度の概要

【６】地域支援事業と地域包括支援センター

❶介護予防・日常生活支援総合事業

・介護予防・日常生活支援サービス事業（要支援者対象の訪問型生活
支援・通所型機能訓練など

・一般介護予防事業（第1号被保険者対象の介護予防把握事業・普及
啓発事業など）

❷包括的支援事業・任意事業

・地域包括支援センターの運営：要支援者対象の介護予防ケアマネジ
メント、総合相談支援業務・権利擁護業務（虐待防止・早期発見）事
業など・支援困難事例支援事業など）2014（H16）年改正で「在宅介
護・介護連携推進事業」「認知症総合支援事業」「地域ケア会議の推
進」「生活支援体制整備事業」が追加。

・任意事業 ：市町村独自。介護給付等費用適正化事業・家族介護支
援事業・成年後見制度利用支援事業・福祉用具／住宅改修支援事業・
地域自立生活支援事業など

第2節介護保険制度の概要
２．介護保険制度の概要
【７】介護保険制度の運営

❶介護保険の財政

・給付費の50%を保険料（第1号被保険者23％・第2号被
保険者27％）、残りの50％を公費負担（国25％、都道府
県12.5％、市町村12.5％）。＊施設は（国20％、都道府
県17.5％、市町村12.5％）

❷介護保険事業計画・ PDCAサイクル化

 保険者＝市町村は介護保険事業計画、都道府県は介護保
険支援事業計画を3年ごとに作成。厚生労働大臣が「介護
給付等対象サービスの提供体制の確保等に関する基本方
針」を定める。年度ごとの介護サービス予測見込み量・基
盤整備計画⇒財政規模・介護保険料の総額、サービスと保
険料水準を定める。2017（H29 )改正PDCAサイクル化。

次週

次回は

9. 11月29日【労働者災害補償制度の概要
】目的・対象・給付の内容・財源構成

第5章社会保障制度の体系第４節労災保
険制度と雇用保険制度の概要

(1)労働保険制度の概要(3)労働者災害保険
制度 p.195-205
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